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令和５年度 第３回山梨県地域クラブ活動推進連絡会（概要） 

１．日時 ： 令和６年２月５日（月）１４時００分から１６時００分 

２．場所 ： 防災新館 ４０９会議室 

３．参加者： 

 

  



４．内容 ：（１）報告 

① 「休日部活動の地域移行」に関わる研修会について 

② 本年度の実証事業成果等報告について 

③ アンケート調査の結果について 

（２）議事 

① 来年度の方向性について 

② 県人材バンクシステム運用について 
 

５．主な発言 

○国はこの実証事業をやりながら、保護者負担や保険の問題等、どのような課題があるか

洗い出した上で、その支援を考えていく期間としている。令和 8 年度以降について、国

の動向を注視しながら県としても財政的な措置を検討していく。 

○しばらく平日の部活動は続くので先生方に頑張ってもらうことと、新たな地域クラブ活

動を誰がどのようにつくっていくかを理解してもらうことが非常に難しい。市町村の実

態はそれぞれなので、やり方は全然違う。全国の会議に参加した際、市町村で真似でき

そうな事例もあったが、ポイントは「キーパーソン」である。熱意のあるキーパーソン

がこの改革を進めていくことが重要である。 

○３割の競技力志向の子どもたちは、我々のようなクラブが何とかしていかなければなら

ないが、7 割の楽しみ志向の子どもたちの運動機会を確保していくことも考えていかな

ければならない。大学関係者との連携で、学生たちのアルバイトでの協力も必要になる

と思うし、そのために人材バンクシステムの活用も出てくると思う。 

○吹奏楽では経費や楽器や施設のことを考えると、学校と離れることができない。また、

全国での好事例があまりないのが現状である。非常にお金のかかる活動であり、吹奏楽

活動から子どもたちや保護者が離れていくことに危惧している。 

○地域移行は「子どもたちをどのように地域で育て、元気にさせる」がテーマである。地

域が情熱と熱意をもって、連携・共同の社会をつくっていかなければならない。子ども

たちが「この地域で生まれてよかった」と思えるような地域にならないといけない。ま

た、先生方を支えるのも地域だと思う。それぞれやれることはあるはず。大人社会が子

供を見逃さないで、しっかりと子供目線に立ってそれぞれの仕事をしなきゃいけないと

思う。 

【第３回推進連絡会を終えて】 

○委員の方々からいただいた意見を参考に、「来年度の方向性」を再度見直し、確定していく。 

○県人材バンクシステム運用に向けて、市町村が有効的な活用ができるシステムになるよう、委

託業者との打ち合わせを進めていく。 

○２月２１日の市町村担当者会では、実証事業６市町の報告を通して、参加担当者の疑問や課

題を解消し、県内の各市町村が子どもたちのために前へ進んでいけるよう促す。 



 


